
部・局： 健康福祉部

（単位：千円）

番号 予算額 備考

1 7,114

2 942,959

3 14,142

平成27年度介護保険特別会計当初予算重点事項説明資料

重点事項
１．介護認定審査会の合議体数をひとつ増やし、ひと月当たりの審査会の開催回数を増やすことにより、要
介護度の認定審査を迅速に進め、速やかなサービス利用につなげます。

２．訪問介護などの居宅サービスの確保を図り、認知症をはじめとする増え続ける要介護認定者が住み慣れ
た地域で在宅生活が継続できるよう支援します。

３．介護保険法の改正に伴う介護予防給付から新しい介護予防・総合事業への移行準備のための協議会、お
よび、包括的支援事業に新たに加わった医療・介護連携の推進を図るための検討会を開催し、本市における
新しい地域支援事業の土台作りを進めます。

事業名 担当課

介護認定審査会費事業 高齢福祉課

居宅介護サービス給付費 高齢福祉課

地域包括支援センター運営費 高齢福祉課



（単位：千円）

款 項

（繰）事務費繰入金 　43,428千円
（諸）高額介護サービス費貸付金元利収入  　20千円
（諸）預金利子 120千円

介護保険事業の運営に必要な事務費について計上し、円滑な事務の執行に寄与
します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護保険事務消耗品　 160千円
介護保険事務に必要な参考図書、被保険者・介護者用のパンフレットを購入します。

　　　　　 　　　　　　　

（継続）介護保険事務通信運搬費 504千円
被保険者証および介護給付費通知書を郵送します。

（継続）国保連共同電算処理手数料 828千円 （１件30円）
介護保険給付を行う際の電算処理にかかる事務手数料を国保連合会に支払います。

（継続）高齢福祉介護システム保守委託 8,115千円
高齢福祉介護システムのハード、ソフト、運用保守を行います。

（新規）高齢福祉介護システム改修委託 22,248千円

介護保険法の改正および番号制度対応に伴うシステム改修を行います。　

（継続）パソコン機器等リース料 11,277千円
高齢福祉介護システム機器にかかるリース料です。H28年３月機器更新予定。

会計 　介護保険特別会計

予算 01　総務費 01　総務管理費 目 01　一般管理費

事業名  01　一般管理費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 43,568 43,568 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

26,113 0

増　　　　減 17,455 0 0 0 0 17,455

前年度予算額 26,113

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

12 国保連共同電算処理手数料 828

13 高齢介護福祉システム保守委託料 8,115

13 高齢介護福祉システム改修委託料（番号制度） 9,504

13 高齢介護福祉システム改修委託料（法改正） 12,744

14 高齢福祉介護システムリース料 11,277



（単位：千円）

款 項

（繰）事務費繰入金 627千円
（諸）諸収入 １千円

介護保険に係る国保連合会の業務に対する市の負担金を計上し、審査支払業務等
の円滑化を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）国保連合会負担金 628千円
介護保険給付等に係る本市の国保連合会負担金を支払います。
保険者均等割 150千円
保険者支援システム運用費負担 108千円
被保険者数割　　@12円×30,700人 369千円

会計 　介護保険特別会計

予算 01　総務費 01　総務監理費 目 02　国保連合会負担金

事業名  01　国保連合会負担金  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 628 628 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

625 0

増　　　　減 3 0 0 0 0 3

前年度予算額 625

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 国保連合会負担金 627



（単位：千円）

款 項

（手）督促手数料 40千円
（繰）事務費繰入金 3,126千円

介護保険料の徴収に伴う経費について計上し、介護保険の財源の確保を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）徴収事務印刷製本費　　　　　 453千円
保険料の徴収に必要な決定通知書や納付書、封筒等を調達します。

（継続）保険料賦課決定、通知事務　　 2,592千円
保険料徴収のために、額の決定通知書および納付書を郵送します。

会計 　介護保険特別会計

予算 01　総務費 02　徴収費 目 01　賦課徴収費

事業名  01　賦課徴収費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 3,166 3,166 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

2,929 0

増　　　　減 237 0 0 0 0 237

前年度予算額 2,929

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

12 保険料賦課決定通知郵送料 1,804

12 普徴納付書郵送料 783



（単位：千円）

款 項

（繰）事務費繰入金 7,114千円

要介護認定を行う認定審査会の実施に必要な経費を計上し、要介護認定の公平
公正な審査に寄与します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護認定審査会　 　7,114千円
毎月定例の認定審査会を開催し、公平・公正な要介護認定を行います。

★平成27年度から委員の人数を21人から28人に増やします。

会計 　介護保険特別会計

予算 01　総務費 03　介護認定審査会費 目 01　介護認定審査会費

事業名  01　介護認定審査会費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 7,114 7,114 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

5,730 0

増　　　　減 1,384 0 0 0 0 1,384

前年度予算額 5,730

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

1 認定審査会委員報酬 6,204

11 ＯＣＲ帳票意見書・調査票印刷製本費 432



（単位：千円）

款 項

（繰）事務費繰入金 24,772千円
（諸）雑入 38千円

介護保険の更新・申請・区分変更に伴い、要介護者の訪問調査と主治医意見
書入手を行い、認定審査会に諮るまでの準備業務を実施し、介護認定審査会
における公平・公正な審査に寄与します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）認定調査事業費　 24,810千円
介護認定審査会に付議するために、調査員による訪問調査を行うとともに、主治医
に意見書による照会を行います。

会計 　介護保険特別会計

予算 01　総務費 03　介護認定審査会費 目 02　認定調査等費

事業名  01　認定調査等費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 24,810 24,810 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

25,032 0

増　　　　減 ▲ 222 0 0 0 0 ▲ 222

前年度予算額 25,032

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

4 訪問調査員（臨時職員）共済費 2,244

7 訪問調査員賃金 14,397

12 主治医意見書作成手数料 7,560



（単位：千円）

款 項

（繰）事務費繰入金 389千円

介護保険制度を紹介するパンフレットを作成、配布することにより、正しい制度
度の理解と適正なサービス利用の促進を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）制度啓発用パンフレットの作成　 389千円
法改正および第６期の介護保険料の改定を反映した制度啓発用のパンフレットを
作成し、相談時に利用するほか、出前講座などの機会において啓発に活用します。

会計 　介護保険特別会計

予算 01　総務費 04　趣旨普及費 目 01　趣旨普及費

事業名  01　趣旨普及費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 389 389 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

4,428 0

増　　　　減 ▲ 4,039 0 0 0 0 ▲ 4,039

前年度予算額 4,428

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

11 制度啓発用パンフレット印刷製本費 389



（単位：千円）

款 項

（繰）事務費繰入金 144千円

介護保険運営協議会の開催により、介護保険事業計画の進捗管理と評価を行
い、介護保険事業の適正な運営を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護保険運営協議会運営費 144千円

運営協議会を年２回開催し、計画の進捗管理と事業の評価を行います。

会計 　介護保険特別会計

予算 01　総務費 05　運営協議会費 目 01　運営協議会費

事業名  01　運営協議会費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 144 144 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

144 0

増　　　　減 0 0 0 0 0 0

前年度予算額 144

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

1 運営協議会委員報酬 144



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 188,592千円 （国）調整交付金 2,923千円

（支）第２号被保険者納付金 264,029千円
（県）介護給付費負担金 117,870千円
（繰）介護給付費繰入金 117,870千円

要介護者に対して在宅において行われるサービスを提供することで、可能な限り
住み慣れた地域で生活が送れるよう支援します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）居宅介護サービス給付費　　 942,959千円
要介護者が訪問サービスや通所サービス等の在宅サービスを受けたときに、介護
サービスに要した費用の９割を支給します。

居宅介護サービス・・・大きく分けて３つのサービスがあります。
訪問サービス（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリ、居宅療養管理指導）
通所サービス（通所介護、通所リハビリ）
短期入所サービス（短期入所生活介護、短期入所療養介護）

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 01　居宅介護サービス給付費

事業名  01　居宅介護サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 942,959 191,515 117,870 381,899 251,675

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

347,810 214,808

増　　　　減 104,859 20,795 13,108 0 0 34,089

前年度予算額 838,100 170,720 104,762

0 36,867

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 居宅介護サービス給付負担金 942,959



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 ６０千円 （国）調整交付金 １千円

（支）第２号被保険者納付金 83千円
（県）介護給付費負担金 38千円
（繰）介護給付費繰入金 37千円

緊急やむを得ない理由などで要介護認定申請前に在宅サービスを利用した場
合であって、保険者が必要と認めたときに、特例居宅介護サービス費を支給
し、在宅での生活を支援します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例居宅介護サービス給付費　　 　300千円
緊急やむを得ない理由などで、要介護認定の効力が生じる前に居宅介護サービス
を受けた場合であって保険者が必要と認めたときに、利用者が一旦支払ったサー
ビス費の９割を給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保健給付費 01　介護サービス等諸費 目 02 特例居宅介護サービス給付費

事業名  01　 特例居宅介護サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 300 61 38 120 81

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

125 76

増　　　　減 0 0 0 0 0 ▲ 5

前年度予算額 300 61 38

0 5

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例居宅介護サービス給付負担金 300



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 118,038千円 （国）調整交付金 1,830千円
（支）第２号被保険者納付金 165,253千円
（県）介護給付費負担金 73,774千円
（繰）介護給付費繰入金 73,774千円

要介護者が可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、身近な地域の
地域密着型施設においてサービスを行います。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）地域密着型介護サービス給付費　　　590,190千円
要介護者が、指定地域密着型サービス（市内にサービス拠点を置きサービス提供し
ている事業所）を利用した場合、介護サービスに要した費用の９割を支給します。

地域密着型介護サービス…
市内の認知症対応型共同生活介護（グループホーム）、認知症対応型通所介護（認
知症デイサービス）、小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護老人福祉施設（小
規模特別養護老人ホーム）でサービスを受けることができます。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 03　地域密着型介護サービス給付費

事業名  01　地域密着型介護サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 590,190 119,868 73,774 239,027 157,521

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

228,041 140,839

増　　　　減 40,690 7,935 5,087 0 0 10,986

前年度予算額 549,500 111,933 68,687

0 16,682

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 地域密着型介護サービス給付負担金 590,190



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 20千円
（支）第２号被保険者納付金 28千円
（県）介護給付費負担金 13千円
（繰）介護給付費繰入金 13千円

緊急やむを得ない理由などで要介護認定申請前に地域密着型介護サービスを
利用した場合であって、保険者が必要と認めたときに、特例地域密着型介護
サービス費を支給し、在宅での生活を支援します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例地域密着型介護サービス給付費　　100千円
緊急やむを得ない理由などで、要介護認定の効力が生じる前に地域密着型介護サ
ービスを受けた場合であって保険者が必要と認めたときに、利用者が一旦支払っ
たサービス費の９割を給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 04　特例地域密着型介護サービス給付費

事業名  01　特例地域密着型介護サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 100 20 13 41 26

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

42 25

増　　　　減 0 0 0 0 0 ▲ 1

前年度予算額 100 20 13

0 1

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例地域密着型介護サービス給付負担金 100



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 118,568千円 （国）調整交付金 2,451千円
（支）第２号被保険者納付金 221,327千円
（県）介護給付費負担金 138,329千円
（繰）介護給付費繰入金 98,807千円

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等に入所している高齢者に、日常
生活上の支援や介護を提供します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）施設介護サービス給付費　　　　790,456千円
要介護者が特別養護老人ホーム等へ入所し、介護サービスを利用した場合、介護
サービスに要した費用の９割を支給します。

施設介護サービス…
特別養護老人ホーム、老人保健施設および介護療養型医療施設で受けることがで
きます。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 05　施設介護サービス給付費

事業名  01　施設介護サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 790,456 121,019 138,329 320,134 210,974

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

268,711 165,956

増　　　　減 142,956 21,498 25,017 0 0 51,423

前年度予算額 647,500 99,521 113,312

0 45,018

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 施設介護サービス給付負担金 790,456



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 45千円 （国）調整交付金 １千円
（支）第２号被保険者納付金 84千円
（県）介護給付費負担金 53千円
（繰）介護給付費繰入金 37千円

緊急やむを得ない理由などで要介護認定申請前に施設介護サービスを利用し
た場合であって、保険者が必要と認めたときに、入所施設利用者に対して支
援します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例施設介護サービス給付事業費　　 300千円
緊急やむを得ない理由などで、要介護認定の効力が生じる前に施設介護サービス
を受けた場合であって保険者が必要と認めたときに、利用者が一旦支払ったサー
ビス費の９割を給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 06　特例施設介護サービス給付費

事業名  01　特例施設介護サービス給付事業費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 300 46 53 121 80

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

125 76

増　　　　減 0 0 0 0 0 ▲ 4

前年度予算額 300 46 53

0 4

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例施設介護サービス給付負担金 300



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 598千円 （国）調整交付金 9千円
（支）第２号被保険者納付金 837千円
（県）介護給付費負担金 374千円
（繰）介護給付費繰入金 374千円

要介護者に対し、在宅生活に必要な福祉用具の購入金額の一部を給付し、在
宅での自立した生活を支援するとともに、介護者の介護の軽減を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）居宅介護福祉用具購入給付費　　 2,989千円　
在宅の要介護者が、都道府県知事の指定を受けた指定特定福祉用具販売事業所から
入浴や排せつに用いる福祉用具を購入したときは、同一年度10万円を上限に、9割
を給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 07　居宅介護福祉用具購入費

事業名  01　居宅介護福祉用具購入費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 2,989 607 374 1,211 797

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

1,225 755

増　　　　減 39 6 5 0 0 ▲ 14

前年度予算額 2,950 601 369

0 42

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 居宅介護福祉用具購入給付負担金 2,989



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 2,121千円 （国）調整交付金 33千円
（支）第２号被保険者納付金 2,969千円
（県）介護給付費負担金 1,326千円
（繰）介護給付費繰入金 1,326千円

要介護者に対し、在宅生活に必要な住宅改修の費用の一部を給付し、在宅生
活を支えます。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）居宅介護住宅改修給付費　　 　10,605千円
在宅の要介護者が、居住する住宅に手すりの取り付け等の一定の住宅改修を行った
ときに、対象となる改修費の９割を20万円を限度に給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 08　居宅介護住宅改修費

事業名  01　居宅介護住宅改修費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 10,605 2,154 1,326 4,295 2,830

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

3,901 2,409

増　　　　減 1,205 239 151 0 0 394

前年度予算額 9,400 1,915 1,175

0 421

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 居宅介護住宅改修給付負担金 10,605



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 24,010千円 （国）調整交付金 372千円
（支）第２号被保険者納付金 33,614千円
（県）介護給付費負担金 15,006千円
（繰）介護給付費繰入金 15,006千円

要介護者に対し、在宅生活に必要なケアプランの作成費用を給付し、在宅生
活を支えます。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）居宅介護サービス計画給付費　　120,050千円
要介護者がサービス計画作成を受ける旨をあらかじめ申請し、その者が指定居宅
介護支援事業者からケアプランの作成や介護サービス事業者との連絡・調整など
の居宅介護支援を受けたとき、居宅介護サービス計画費の全額を給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 09　居宅介護サービス計画給付費

事業名  01　居宅介護サービス計画給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 120,050 24,382 15,006 48,620 32,042

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

45,718 28,235

増　　　　減 9,885 1,941 1,235 0 0 2,902

前年度予算額 110,165 22,441 13,771

0 3,807

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 居宅介護サービス計画給付費 120,050



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 7千円
（支）第２号被保険者納付金 10千円
（県）介護給付費負担金 4千円
（繰）介護給付費繰入金 4千円

緊急やむを得ない理由で要介護認定申請前に計画を作成した場合などであって、
保険者が必要と認めたときは、特例居宅介護サービス計画給付費を支給します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例居宅介護サービス計画給付費　　 35千円
緊急等やむを得ない理由などにより、居宅介護サービス計画費の支給要件を満たさ
ない場合でも、保険者が必要と認めた場合には、全額負担したサービス計画費を給
付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 01　介護サービス等諸費 目 10　特例居宅介護サービス計画給付費

事業名  01　特例居宅介護サービス計画給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 35 7 4 14 10

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

14 10

増　　　　減 0 0 0 0 0 0

前年度予算額 35 7 4

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例居宅介護サービス計画給付費負担金 35



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 13,026千円 （国）調整交付金 202千円
（支）第２号被保険者納付金 18,237千円
（県）介護給付費負担金 8,141千円
（繰）介護給付費繰入金 8,141千円

要支援者に対し訪問や通所等による介護予防サービスを提供することで、可
能な限り住み慣れた地域で生活が送れるよう支援します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護予防サービス給付費　　　 65,131千円
要支援者が訪問サービスや通所サービス等の介護予防サービスを受けたときに、
そのサービスに要した費用の９割を支給します。

介護予防サービス・・・大きく分けて３つのサービスがあります。
訪問サービス（介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、
　　　　　　　介護予防訪問リハビリ、介護予防居宅療養管理指導）
通所サービス（介護予防通所介護、介護予防通所リハビリ）
短期入所サービス（介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護）

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 02　介護予防サービス等諸費 目 01　介護予防サービス給付費

事業名  01　介護予防サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 65,131 13,228 8,141 26,378 17,384

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

22,431 13,853

増　　　　減 11,081 2,218 1,385 0 0 3,947

前年度予算額 54,050 11,010 6,756

0 3,531

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 介護予防サービス給付費負担金 65,131



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 10千円
（支）第２号被保険者納付金 14千円
（県）介護給付費負担金 6千円
（繰）介護給付費繰入金 6千円

緊急やむを得ない理由などで、要支援認定申請前に介護予防サービスを利用
した場合であって保険者が必要と認めたときに、特例介護予防サービス費と
して支給し、生活を支援します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例介護予防サービス給付費　　　50千円
緊急等やむを得ない理由などにより、要介護者が介護予防サービス費の支給要件
を満たさない場合でも、保険者が必要と認めた場合には、利用者が一旦全額支払
ったサービス費の９割の額を給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 02　介護予防サービス等諸費 目 02　特例介護予防サービス給付費

事業名  01　特例介護予防サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 50 10 6 20 14

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

21 13

増　　　　減 0 0 0 0 0 ▲ 1

前年度予算額 50 10 6

0 1

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例介護予防サービス給付費負担金 50



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 399千円 （国）調整交付金 6千円
（支）第２号被保険者納付金 559千円
（県）介護給付費負担金 249千円
（繰）介護給付費繰入金 249千円

身近な地域の地域密着型施設において介護予防サービスを提供し、要支援者
が可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう支援します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）地域密着型介護予防サービス給付費　　　1,995千円
要支援者が、指定地域密着型介護予防サービス（市内にサービス拠点を置きサー
ビス提供している事業所）を利用した場合、介護予防サービスに要した費用の９
割を支給します。

地域密着型介護予防サービス…
市内の介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム）、介護予防認知症対
応型通所介護（認知症デイ）、介護予防小規模多機能型居宅介護でサービスを受け
ることができます。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 02　介護予防サービス等諸費 目 03　地域密着型介護予防サービス給付費

事業名  01　地域密着型介護予防サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 1,995 405 249 808 533

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

806 496

増　　　　減 55 10 6 0 0 2

前年度予算額 1,940 395 243

0 37

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 地域密着型介護予防サービス給付費負担金 1,995



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 2千円
（支）第２号被保険者納付金 3千円
（県）介護給付費負担金 1千円
（繰）介護給付費繰入金 1千円

緊急やむを得ない理由などで、要支援認定申請前に地域密着型介護予防サービ
スを利用した場合であって保険者が必要と認めたときに、特例地域密着型介護
予防サービス給付費を給付し、生活を支援します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例地域密着型介護予防サービス給付費　　　　10千円
緊急等やむを得ない理由などにより、地域密着型介護予防サービス費の支給要件
を満たさない場合でも、保険者が必要と認めた場合には、利用者が一旦全額支払
ったサービス費の９割の額を給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 02　介護予防サービス等諸費 目 04　特例地域密着型介護予防サービス給付費

事業名  01　特例地域密着型介護予防サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 10 2 1 4 3

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

4 3

増　　　　減 0 0 0 0 0 0

前年度予算額 10 2 1

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例地域密着型介護予防サービス給付費負担金 10



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 102千円 （国）調整交付金 2千円
（支）第２号被保険者納付金 143千円
（県）介護給付費負担金 64千円
（繰）介護給付費繰入金 64千円

要支援者に対し、在宅生活に必要な福祉用具の購入金額の一部を給付し、在
宅での自立した生活を支援するとともに、介護者の介護の軽減を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護予防福祉用具購入給付費　　 512千円
在宅の要支援者が、都道府県知事の指定を受けた指定特定福祉用具販売事業所から
入浴や排せつに用いる福祉用具を購入したときに、同一年度10万円を上限に、9割
を給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 02　介護予防サービス等諸費 目 05　介護予防福祉用具購入費

事業名  01　介護予防福祉用具購入給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 512 104 64 207 137

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

175 106

増　　　　減 92 18 11 0 0 32

前年度予算額 420 86 53

0 31

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 介護予防福祉用具購入費負担金 512



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 565千円 （国）調整交付金 9千円
（支）第２号被保険者納付金 778千円
（県）介護給付費負担金 348千円
（繰）介護給付費繰入金 348千円

要支援者に対し、在宅生活に必要な住宅改修の費用の一部を給付し、在宅生
活を支えます。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護予防住宅改修給付費　 　2,780千円
在宅の要支援者が、居住する住宅に手すりの取り付け等の一定の住宅改修を行った
ときに、対象となる改修費の９割を20万円を限度に給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 02　介護予防サービス等諸費 目 06　介護予防住宅改修費

事業名  01　介護予防住宅改修給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 2,780 565 348 1,126 741

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

976 601

増　　　　減 430 86 54 0 0 150

前年度予算額 2,350 479 294

0 140

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 介護予防住宅改修費負担金 2,780



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 1,851千円 （国）調整交付金 29千円
（支）第２号被保険者納付金 2,591千円
（県）介護給付費負担金 1,157千円
（繰）介護給付費繰入金 1,157千円

要支援者に対し、在宅生活に必要なケアプランの作成費用を給付し、在宅生
活を支えます。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護予防サービス計画給付費　　9,253千円
要支援者が、地域包括支援センター等から介護予防サービス計画作成などの介護予防
支援を受けたときに介護予防サービス計画費の全額を支給します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 02　介護予防サービス等諸費 目 07　介護予防サービス計画給付費

事業名  01　介護予防サービス計画給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 9,253 1,880 1,157 3,748 2,468

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

3,099 1,915

増　　　　減 1,783 358 223 0 0 649

前年度予算額 7,470 1,522 934

0 553

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 介護予防サービス計画給付費負担金 9,253



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 10千円
（支）第２号被保険者納付金14千円
（県）介護給付費負担金 6千円
（繰）介護給付費繰入金 6千円

緊急やむを得ない理由で要支援の認定申請前に計画を作成した場合などであって、
保険者が必要と認めたときは、特例介護予防サービス計画給付費を支給します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例介護予防サービス計画給付費　　　50千円
緊急やむを得ない理由などにより、介護予防サービス計画費の支給要件を満たさな
い場合でも、保険者が必要と認めた場合には、全額負担したサービス計画費を給付
します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 02　介護予防サービス等諸費 目 08　特例介護予防サービス計画給付費

事業名  01　特例介護予防サービス計画給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 50 10 6 20 14

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

21 13

増　　　　減 0 0 0 0 0 ▲ 1

前年度予算額 50 10 6

0 1

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例介護予防サービス計画給付費負担金 50



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 567千円 （国）調整交付金 9千円
（支）第２号被保険者納付金 794千円
（県）介護給付費負担金 354千円
（繰）介護給付費繰入金 354千円

介護給付業務の委託先である国保連合会に対する、審査に係る支払手数料
を計上し、給付事務の円滑化を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護給付費請求書審査支払手数料　　 2,835千円
介護給付業務の委託先である国保連合会に対し、介護給付費に係る審査等の業務を
行うための経費について手数料を支払います。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 03　その他諸費 目 01　審査支払手数料

事業名  01　審査支払手数料  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 2,835 576 354 1,148 757

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

1,070 661

増　　　　減 257 51 32 0 0 78

前年度予算額 2,578 525 322

0 96

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 審査支払手数料 2,835



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 8,346千円 （国）調整交付金 129千円
（支）第２号被保険者納付金 11,685千円
（県）介護給付費負担金 5,217千円
（繰）介護給付費繰入金 5,217千円

要介護者に対して、介護保険自己負担額のうち、ひと月の負担限度額を超えた
金額分について給付を行い、利用者の負担軽減を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）高額介護サービス給付費　　 41,732千円
要介護者が１か月に支払った利用者負担について、一定の上限額を超えたときに、
高額介護サービス費として申請により給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 04　高額介護サービス等費 目 01　高額介護サービス費

事業名  01　高額介護サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 41,732 8,475 5,217 16,902 11,138

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

13,924 8,598

増　　　　減 8,182 1,641 1,023 0 0 2,978

前年度予算額 33,550 6,834 4,194

0 2,540

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 高額介護サービス費負担金 41,732



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 10千円
（支）第２号被保険者納付金 14千円
（県）介護給付費負担金 6千円
（繰）介護給付費繰入金 6千円

要支援者に対して、介護保険自己負担額のうち、ひと月の負担限度額を超えた
金額分について給付を行い、利用者の負担軽減を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）高額介護予防サービス給付費　　 50千円
要支援者が１か月に支払った利用者負担について、一定の上限額を超えたときに、
高額介護サービス費として申請により給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 04　高額介護サービス等費 目 02　高額介護予防サービス費

事業名  01　高額介護予防サービス給付費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 50 10 6 20 14

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

21 13

増　　　　減 0 0 0 0 0 ▲ 1

前年度予算額 50 10 6

0 1

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 高額介護予防サービス費負担金 50



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 20,090千円 （国）調整交付金 311千円
（支）第２号被保険者納付金 28,126千円
（県）介護給付費負担金 12,556千円
（繰）介護給付費繰入金 12,556千円

短期入所の利用者や介護保険施設の入所者のうち低所得の利用者に対し、
食費・居住費(滞在費)の一部を給付することにより、低所得者の施設利用を
保障します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特定入所者介護サービス給付費　　　100,450千円
住民税非課税世帯の要介護者が介護老人福祉施設等の施設サービスまたは短期入所
サービスを利用したときに、段階に応じて食費・居住費の一部を補足給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 05　特定入所者介護サービス等費 目 01　特定入所者介護サービス費

事業名  01　特定入所者介護サービス費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 100,450 20,401 12,556 40,682 26,811

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

40,567 25,052

増　　　　減 2,700 489 337 0 0 115

前年度予算額 97,750 19,912 12,219

0 1,759

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特定入所者介護サービス費負担金 100,450



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 10千円
（支）第２号被保険者納付金 14千円
（県）介護給付費負担金 6千円
（繰）介護給付費繰入金 6千円

緊急やむを得ない理由などで、要介護認定申請前に負担限度額認定対象者が
サービスを利用した場合であって保険者が必要と認めたときに、食費・居住
費(滞在費)の一部を給付することにより、低所得者の施設利用を保障します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例特定入所者介護サービス給付費　　　50千円

補足給付の対象となる低所得の要介護者が、要介護認定の効力が生じた日前に緊急
等やむをえない理由で特定入所者介護サービスを受けた場合であって保険者が必要
と認めたときに、特例特定入所者介護サービス給付費の給付を行います。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 0５　特定入所者介護サービス等費 目 02　特例特定入所者介護サービス費

事業名  01　特例特定入所者介護サービス費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 50 10 6 20 14

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

21 13

増　　　　減 0 0 0 0 0 ▲ 1

前年度予算額 50 10 6

0 1

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例特定入所者介護サービス費負担金 50



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 9千円
（支）第２号被保険者納付金 13千円
（県）介護給付費負担金 6千円
（繰）介護給付費繰入金 6千円

短期入所の利用者のうち要支援の低所得の利用者に対し、食費・居住費(滞在
費)の一部を給付することにより、低所得者の施設利用を保障します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特定入所者介護予防サービス給付費　　　　45千円
住民税非課税世帯の要支援者が短期入所サービスを利用したときに、段階に応じて
食費・居住費の一部を補足給付します。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 05　特定入所者介護サービス等費 目 03　特定入所者介護予防サービス費

事業名  01　特定入所者介護予防サービス費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 45 9 6 19 11

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

18 13

増　　　　減 0 0 1 0 0 1

前年度予算額 45 9 5

0 ▲ 2

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特定入所者介護予防サービス費負担金 45



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 1千円
（支）第２号被保険者納付金 1千円
（県）介護給付費負担金 1千円
（繰）介護給付費繰入金 1千円

緊急やむを得ない理由などで、要支援認定申請前に負担限度額認定対象者が
サービスを利用した場合であって保険者が必要と認めたときに、食費・居住
費(滞在費)の一部を給付することにより、低所得者の施設利用を保障します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）特例特定入所者介護予防サービス給付費　　5千円

補足給付の対象となる低所得の要支援者が、要支援認定の効力が生じた日前に緊急
等やむをえない理由で特定入所者介護予防サービスを受けた場合であって保険者が
必要と認めたときに、特例特定入所者介護予防サービス給付費の給付を行います。

会計 　介護保険特別会計

予算 02　保険給付費 05　特定入所者介護サービス等費 目 04　特例特定入所者介護予防サービス費

事業名  01　特例特定入所者介護予防サービス費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 5 1 1 2 1

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

1 3

増　　　　減 0 0 1 0 0 1

前年度予算額 5 1 0

0 ▲ 2

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

19 特例特定入所者介護予防サービス費負担金 5



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 916千円
（支）第２号被保険者納付金 1,026千円
（県）介護給付費負担金 458千円
（繰）介護給付費繰入金 458千円

要介護状態となる恐れの高い高齢者を把握し、通所や訪問による介護予防事
業につなぐことにより、要介護状態等になることを予防するとともに介護状
態の軽減や悪化の防止を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）訪問型介護予防事業　　 　238千円
閉じこもり、うつ、認知機能の低下などにより通所事業への参加が困難なものを対
象に、保健師等が居宅を訪問し、必要な相談や指導を行います。

（継続）通所型介護予防事業　　 2,400千円
二次予防事業対象者把握事業により把握された対象者を中心に、要介護状態等にな
らないよう、また状態の悪化防止等を目的として運動機能向上事業を実施します。

喜楽らくらく塾　　15人×２グループ

（継続）二次予防対象者把握事業　　 992千円
要介護状態に陥るおそれのある高齢者を把握するため、高齢者支援センターに戸別
訪問による把握を委託するほか、通所型介護予防事業の利用に当たっての生活機能
評価表の作成を医師に委託します。

生活機能評価作成委託　 592千円
高齢者支援センター訪問委託 400千円

会計 　介護保険特別会計

予算 03　地域支援事業費 01　介護予防事業費 目 01　二次予防事業対象者施策事業費

事業名  01　二次予防事業対象者施策事業  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 3,664 916 458 1,484 806

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

1,506 762

増　　　　減 35 9 4 0 0 ▲ 22

前年度予算額 3,629 907 454

0 44

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

8 訪問型介護予防事業指導謝礼 238

13 運動機能向上事業委託 2,400

13 高齢者支援センター訪問委託 400

13 生活機能評価作成委託 592



（単位：千円）

款 項

（国）介護給付費負担金 1,434千円
（支）第２号被保険者納付金 1,605千円
（県）介護給付費負担金 717千円
（繰）介護給付費繰入金 717千円

介護予防に資する知識の普及啓発や、講演会、相談会、予防教室等の開催に
より、要支援・要介護の状態とならない元気高齢者づくりを進めます。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）地域リーダー養成事業講師等謝礼　　 140千円

百歳体操リーダー研修、元気高齢者地域参画事業、男性の料理教室ＯＢ会

（継続）健康教育（出前講座）事業講師等謝礼　　 190千円
運動、口腔ケア、栄養、認知症など介護予防に資する基本的な知識を普及啓発する
ため、専門職等を身近な集いの場に派遣します。

（継続）もの忘れ相談事業医師謝礼　　 180千円
認知症の早期発見・対応につなげるため、認知症医療疾患センターの専門医の同行
を得て、認知症の不安のある人やその家族の相談を行います。

（継続）体力向上事業講師等謝礼　　 319千円
いきいき百歳体操の実施効果を測定し、参加者の意欲の向上につなげるとともに、
百歳体操の普及に活用します。

（継続）体力向上事業委託　 1,237千円
水中ウォーキング教室、インターバルウォーキング教室、水中ウォーキング教室、
元気はつらつ教室

会計 　介護保険特別会計

予算 03　地域支援事業費 01　介護予防事業費 目 02　一次予防事業対象者施策事業費

事業名  01　一次予防事業対象者施策事業  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 5,737 1,434 717 2,322 1,264

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

5,988 3,030

増　　　　減 ▲ 8,692 ▲ 2,173 ▲ 1,087 0 0 ▲ 3,666

前年度予算額 14,429 3,607 1,804

0 ▲ 1,766

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

8 地域リーダー養成事業講師等謝礼 140 13 体力向上事業委託 1,237

8 健康教育（出前講座）事業講師謝礼 190 14 公用車リース料

8 体力向上事業講師等謝礼 319

725

8 もの忘れ相談医師謝礼 180

11 介護予防事業啓発チラシ印刷製本費 143

11 いきいき百歳体操おもり・ケース 519

13 送迎事業委託 621

13 高齢者ホームヘルパー派遣事業委託 765



（単位：千円）

款 項

（国）地域支援事業交付金（介護予防事業） 2,124千円
（支）地域支援事業支援交付金 2,379千円
（県）地域支援事業交付金（介護予防事業） 1,062千円
（繰）地域支援事業繰入金（介護予防事業） 1,062千円

地域包括支援センターに理学療法士を配置し、介護予防の取り組みの充実を
図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）地域包括支援センター人件費（理学療法士分　　 8,454千円
センター職員のうち介護予防事業に携わる理学療法士１名分の給料等の人件費を計上
します。

会計

予算 03　地域支援事業費 01　介護予防事業費 目 02　一次予防事業対象者施策事業費

事業名  02　人件費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 8,454 2,124 1,062 3,441 1,827

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

0

増　　　　減 8,454 2,124 1,062 0 0 3,441

前年度予算額

0 1,827

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

2 地域包括支援センター職員給与 3,741

3 地域包括支援センター職員手当等 3,066

4 地域包括支援センター職員共済費 1,647



（単位：千円）

款 項

（国）地域支援事業交付金（包括的支援・任意事業） 12,766千円
（県）地域支援事業交付金（包括的支援・任意事業） 6,383千円
（繰）地域支援事業繰入金（包括的支援・任意事業） 6,383千円
（繰）事務費繰入金 394千円

地域包括支援センター職員の人件費を計上し、地域包括ケアシステム構築の推
進に寄与します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）地域包括支援センター人件費　　 32,957千円
センター職員のうち包括的支援事業に携わる職員の給料等の人件費を計上します。

会計 　介護保険特別会計

予算 03　地域支援事業費 01　包括的支援・任意事業費 目 02　地域包括支援センター運営費

事業名  01　人件費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 32,957 12,766 6,283 6,777 7,131

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

19,487 6,300

増　　　　減 ▲ 10,605 916 358 0 0 ▲ 12,710

前年度予算額 43,562 11,850 5,925

0 831

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

2 地域包括支援センター職員給与 16,761

3 地域包括支援センター職員手当等 8,896

4 地域包括支援センター職員共済費 7,300



（単位：千円）

款 項

（国）地域支援事業交付金（包括的支援・任意事業） 5,514千円
（県）地域支援事業交付金（包括的支援・任意事業） 2,756千円
（繰）地域支援事業繰入金（包括的支援・任意事業） 2,756千円

総合相談、在宅医療・介護連携、認知症施策の推進、生活支援サービス体制
の構築などの包括的支援事業や新しい介護予防・日常生活支援総合事業の実
施により地域包括ケアシステムの構築を図ります。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（新規）新しい介護予防・日常生活支援総合事業協議会　　　600千円
市内で生活支援サービスを実施する関係機関・団体等の参画を得て、本市における
生活支援サービスの構築に向けた検討を進めます。

（新規）在宅医療・介護連携推進会議　　　 270千円
在宅医療・介護連携の推進のため、関係機関によるワーキング会議を組織し、地域
における現状と課題を抽出し、方向性を確認・共有し解決策を検討します。

（新規）高齢者虐待ネットワーク会議　　　 270千円
高齢者虐待防止施策の協議や推進を図る会議をつくり、関係者や市民の意識啓発な
どの取り組みを進めます。

（継続）高齢者支援センター運営事業委託　　 12,000千円
地域包括支援センターの地域における窓口として、総合的な相談や関係機関との連
絡・調整、介護予防事業の実施などを行うセンターを中学校区ごとに設置します。

会計 　介護保険特別会計

予算 03　地域支援事業費 02　包括的支援事業・任意事業費 目 01　地域包括支援センター運営費

事業名  02　地域包括支援センター運営費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 14,142 5,514 2,756 2,756 3,116

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

2,557 2,718

増　　　　減 1,196 400 199 0 0 199

前年度予算額 12,946 5,114 2,557

0 398

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

1 地域包括支援センター運営協議会委員報酬 198

8 新しい介護予防・総合事業協議会委員謝礼 600

8 高齢者虐待ネットワーク会議委員謝礼 270

8 在宅医療・介護連携推進会議委員謝礼 270

13 高齢者支援センター運営事業委託 12,000



（単位：千円）

款 項

（国）地域支援事業交付金（包括的支援・任意事業） 2,876千円
（県）地域支援事業交付金（包括的支援・任意事業） 1,440千円
（繰）地域支援事業繰入金（包括的支援・任意事業） 1,440千円

介護保険事業の運営の安定化・適正化を図るとともに、要介護者の家族支援
を行い、高齢者が住み慣れた地域で継続して生活できることをめざします。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護相談員派遣等事業　　　1,152千円
施設利用者の声を聞き、利用者と事業所の橋渡し役として介護サービスの質の向上に
向け支援を行います。

（新規）高齢者向け便利情報冊子作成　　 287千円

日常生活に役立つ情報を一元化した冊子を発行し、情報弱者の高齢者に配布します。

（継続）24時間対応型安心システム事業　 　1,623千円
急病や事故等による緊急時の適切な救急対応を行うために緊急通報装置を設置し、高
齢者の日常生活の不安解消を図ります。

（継続）認知症地域支援推進事業 　2,500千円
認知症デイサービス事業所に認知症地域支援推進員を配置し、誰もが利用できる認知
症カフェの開催や相談の場づくりを進めます。また、若年性認知症の人や家族の居場
所や相談の場づくりも行います。

（継続）家族会開催支援事業補助金 　720千円
通所介護施設やグループホームなどの家族会活動を支援します。

会計 　介護保険特別会計

予算 03　地域支援事業費 02　包括的支援事業・任意事業費 目 02　任意事業費

事業名  01　任意事業費  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 7,375 2,876 1,440 1,440 1,619

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

1,460 1,555

増　　　　減 ▲ 21 ▲ 45 ▲ 20 0 0 ▲ 20

前年度予算額 7,396 2,921 1,460

0 64

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

8 介護相談員活動謝礼 1,152

11 高齢者向け便利情報誌印刷製本費 287

13 認知症地域支援推進事業委託 2,500

13 24時間対応型安心システム事業委託 1,623

20 成年後見制度利用支援事業 336

19 家族会開催支援事業補助金 720



（単位：千円）

款 項

（財）利子及び配当 160千円

介護保険給付費準備基金を積み立て、財源の確保による安定した介護保険事
業を進めます。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）介護給付費準備基金積立金　　 1,569千円
介護給付費準備基金の利子分および特別会計の歳入歳出差額分などを積み立てます。

会計 　介護保険特別会計

予算 04　基金積立金 01　基金積立金 目 01　基金積立金

事業名  01　基金積立金  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 1,569 160 1,409

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

160 29,867

増　　　　減 ▲ 28,458 0 0 0 0 0

前年度予算額 30,027

0 ▲ 28,458

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

25 介護給付費準備基金積立金 1,569



（単位：千円）

款 項

（繰）事務費繰入金　　　　　100千円

特別会計の資金不足時における借入利息を計上し、不測の事態に備えます。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）一時借入金利子　　　100千円

特別会計の資金不足時に一時借り入れを行い、円滑な会計処理の執行を図るために、
借り入れに必要な利子を計上します。

会計 　介護保険特別会計

予算 05　公債費 01　公債費 目 01　利子

事業名  01　利子  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 100 100 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

100 0

増　　　　減 0 0 0 0 0 0

前年度予算額 100

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

23 一時借入金利子 100



（単位：千円）

款 項

過年度分として発生した介護保険料の還付を行い、適正な保険料徴収事務を
執行します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）第１号被保険者還付金　　 700千円
被保険者や世帯員の過年度における所得の修正申告等により、被保険者の保険料が減
額更正され既納の保険料に過納が生じたときに還付金を支払います。

会計 　介護保険特別会計

予算 06　諸支出金 01　償還金及び還付加算金 目 01　第１号被保険者保険料還付金

事業名  01　第１号被保険者保険料還付金  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 700 700

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

800

増　　　　減 ▲ 100 0 0 0 0 0

前年度予算額 800

0 ▲ 100

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

23 第１号日保険保険料還付金 700



（単位：千円）

款 項

（繰）事務費繰入金　　　　2千円

過誤納のあった保険料について、必要に応じて還付加算金を付けて還付し、
適正な保険料徴収事務を執行します。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）第１号被保険者保険料還付加算金　　 2千円

保険料に過誤納があった場合は、地方税法の例により必要に応じて還付加算金を付
して還付を行います。

会計 　介護保険特別会計

予算 06　諸支出金 01　償還金及び還付加算金 目 02　第１号被保険者保険料還付加算金

事業名  01　第１号被保険者保険料還付加算金  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 2 2 0

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

2 0

増　　　　減 0 0 0 0 0 0

前年度予算額 2

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

23 第１号被保険者保険料還付加算金 2



（単位：千円）

款 項

（繰）繰越金 1,000千円

予備費用を計上し、不測の事態に備えます。

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

（継続）予備費　　1,000千円
不測の事態に対して対応できるように予備費を計上します。

会計 　介護保険特別会計

予算 ０７　予備費 01　予備費 目 01　予備費

事業名  所管部課  健康福祉部　高齢福祉課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 1,000 1,000

目的・期待
する効果

事業実施に
至る経緯・
背景

1,000

増　　　　減 0 0 0 0 0 0

前年度予算額 1,000

0 0

特定財源の
説明

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

予備費 1,000


